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研究成果の概要（和文）：ユーザ（講師と学習者）とロボットとが共存する空間内で教育支援が行われる環境を
想定し、互いの相互作用について解析を行うことを目的に、認知空間共有という概念を提唱した。その中で実現
した技術は、第一に、とくに我国での昨今の教育現場のグローバル化を意識し、英語を母国語としないユーザが
英語による学習を行う場面での音声認識手法である。第二に、ユーザどうしによる議論の過程を解析することに
より、その収束状況を推定する手法を提案した。発言内容をベクトル化し、その乱雑さをエントロピーによって
測ることで議論の収束状況を推定する。実際に学生参加者5名～10名のワークショップ形式で、検証実験を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：Supposing the educational environment where users, both instructor and 
learners, and robot coexist, we propose an idea of cognitive space sharing to analyze their 
interaction. The techniques developed and investigated are concerning speech recognition and 
consensus building analysis. The speech recognition technique here has an advantage that it works 
well under the environment where users are not native speakers of English but the lecture should be 
done in English. This happens quite frequently because of recent globalization in classrooms. On the
 other hand, the latter technique is for consensus building analysis using entropy. Entropy is a 
measure of the system's disorder and is available for measuring the degree of convergence of 
interaction. The basic idea is: the less the entropy is, the closer the discussion is approaching 
convergence. The developed techniques were applied to actual workshops which invited five to ten 
students.
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１．研究開始当初の背景 
 学習者の主体性を重んじる教育方法論が
重要視されている。単なる知識の教授だけで
はなく、推論や集約に関わる能力、他者との
協働能力等を養い、個人の強みを引き出す教
育が望まれる。このための方法について、情
報通信技術を積極的に利用した研究面から
も提言を行うことが大切である。 
一方で、我国でも大学をはじめとして、教

育現場でのグローバル化の進行は著しい。こ
のことが今後の教育に与える影響も考慮さ
れるべきであろう。教育の場では英語を使用
言語とすることが多いが、日本人学生と留学
生が入り混じる中、日本人講師による教育が
行われる場合がますます多くなると予測さ
れる。すなわち、講師、学習者（両者を合わ
せてユーザと呼ぶ）ともに英語を母国語とし
ない中で、共通言語として英語を使用する状
況が多く発生する。このような環境下でのコ
ミュニケーションと理解の支援技術として
も、情報通信処理技術の適用が望まれる。 

 
２．研究の目的 
ある発言内容に対してレスポンスがあり、

これが繰り返されることにより合意に向か
っていく議論プロセスを、合意形成過程と呼
ぶ。このような合意形成過程は、自主的な議
論を促す学習環境においてもみられるが、ど
の発言が全体に大きな影響を与えたか、他の
意見に対する各ユーザの支持状態がある発
言によってどのように変化したかを、ベイズ
推定と発言の乱雑さを表すエントロピーを
用いて求める手法について検討することが、
本研究の目的である。その際、音声情報が利
用可能な場合には、そこからユーザの発言内
容を音声認識により獲得したり、情動（感情）
を抽出し利用したりすることにより、支持状
態解析の精度を向上させる。このような研究
は、グループ学習において各学習者の主体性
を重んじる今後の教育方法論に貢献すると
ころ大と考えられる。 
 
３．研究の方法 
あるユーザが他の発言に対してもつ評価

を、肯定的にとらえているか・否定的にとら
えているか・不明かの 3通りと考える。そし
て、現時点で他のすべての発言（n 個とする）
に対する評価の集合を、当該ユーザのその時
点での支持状態 S と呼ぶ。S の要素は 3^n 個
あり、これらに対する確率分布がそのユーザ
の立場を表すことになる。ここで、ユーザの
立場をより大きく変化させた発言を見つけ
ることが問題となる。そこで、 
発言とは「ある支持状態のもとで対象発言

に対してレスポンス（肯定的、否定的あるい
は不明）を返し、つぎの支持状態へと遷移す
ること」…※ 
と定義する。すると、ある発言の他に与え

る影響の度合いは、発言の前後で、すべての
ユーザのもつ支持状態 Sの確率分布がどの程

度変化したかで測ることができる。本研究で
は、各ユーザの支持状態を※に基づきベイズ
推定することを考える。すなわち、すでにな
された発言を、ユーザが肯定的・否定的・不
明（以下、発言意図という）としてとらえて
いるそれぞれの確率を推定する。そして、あ
る発言の前後ですべてのユーザのもつ支持
状態がどの程度変化したかは、エントロピー
の変化量 H(S)-H(S|対象発言,それに対する
レスポンス)で測る。しかし、つぎのような
解決すべき課題がある。 
【課題 1】自然言語で行われる発言に含まれ
る発言意図を如何に判定するか。 
【課題 2】実際の合意形成では発言の数は増
加していくので支持状態 Sのサイズは単調増
加するが、実際には焦点を巧みに制御するこ
とにより、把握できる範囲内に対象発言を制
限している。このメカニズムはどのようにモ
デル化されるのか。 
 
４．研究成果 
 本研究を通して、上記【課題 2】に対して
は大きな成果は得られなかった。ただし、平
成 28 年度の研究において、学習過程で交わ
された議論内容に含まれるトピックが単一
の場合には、同一の意見をもつユーザグルー
プを発見するアルゴリズムを開発したので、
今後はこれを用いて、人間が行っているよう
な反対意見に焦点を当てた議論の進め方を
実現することにより、対象発言を把握できる
範囲内に制限し、計算量を削減することにつ
なげたい。 
 最近の教育現場のグローバル化に即し、英
語のノンネイティブスピーカである講師が、
留学生に英語で講義する場を想定し、講師に
よって発せられる音声 （英語での説明）認
識のための手法を提案した。ここでは、講義
のための背景知識を積極的に利用すること
により、認識率を向上させたことに特徴があ
る。すなわち、ユーザの発話データから音声
認識を行うと一般に多くの誤認識結果が含
まれるが、誤認識を含む場合でも、発話内容
に大きな関連性をもつ文書データがある場
合には、これをもとに誤認識を修正できる。
学習環境では、このような仮定は自然であり、
例えば発話内容に大きな関連性をもつ文書
として、教科書や配布資料が挙げられる。本
研究では、誤認識を含む音声認識結果と、発
話内容に大きな関連性をもつ文書との間で、
隠れマルコフモデルを用いた対応付けを行
う。これにより、発話内容がおおよそ何につ
いてのものであるかの情報を得ることがで
き、音声認識の際に得られる認識候補の優先
度を制御することができる。例えば、発話中
に含まれる単語は、教科書の対応部分に現れ
る単語か、あるいはそれに概念的に近い単語
に高い優先度を与えることで、誤認識の修正
を行う。 
 このように、音声データによる発言を音声
認識することによりテキストデータに変換



することができれば、【課題 1】に対してはテ
キスト情報に基づく極性分析（polarity 
analysis）の手法を用いることができる。ち
なみに、音声データから直接周波数解析等の
特徴量を用いた手法、あるいは深層学習を用
いた感情（情動）認識手法を考えることもで
きるが、本研究で想定している行程的・否定
的・不明の判別のためには結果に大差はなく、
計算量の観点から、極性分析を用いることが
妥当と考えられる。 
 以上のように【課題 1】に対して大きな成
果を挙げることができ、これを基に学習過程
における合意形成過程解析が可能となった。
提案手法ではつぎのようにして発言者の支
持状態を推定する。まず、議論での発言者一
人ひとりに支持状態確率を与え、全ての発言
者の支持状態確率を記録した支持状態分布
テーブルを作成する。また、対象発言に対し
ての発言から賛成や反対などの支持の観測
値を算出する。そして、発言者の支持状態の
推定については次のように行う。まず、議論
において対象発言に対してある発言があっ
た時、その発言の発言者を確認して、支持状
態テーブルに移り、発言者の支持状態確率を
参照する。次に、発言者の発言の観測値を計
算して発言者の支持状態確率を更新する。 
新しい対象発言があるごとに、こうした発言
者の支持状態の更新を繰り返していく。発言
者の支持状態を分布図で見た時、更新を繰り
返すことで高い数値の支持状態確率が算出
される。このようにして何度も更新を繰り返
していき、発言者の支持状態を工学的に分析
していくことが本モデルの目的である。 
本研究のように、議論の場において発言者の
支持状態を工学的に分析するという研究は
過去に無い。このように新規に開発された手
法の有効性を検証するため、実際に 5人～10
人のユーザからなる（議論をまとめるための
日本人ファシリテータ 1人、他は全て留学生）
ワークショップを実施し、IoT を用いた新規
事業提案をテーマに、ブレーンストーミング
から最終案作成に至る過程を解析した。各ユ
ーザの支持状態の遷移を繰り返し計算によ
って推定することができ、結果が妥当なもの
であることを確認した。 
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